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地質ニュース 670号

1．はじめに

現在，人類は人口増加や途上国の急速な経済発
展，化石燃料の大量消費による地球温暖化等の環境
破壊，さらには工業生産活動による資源の消費などさ
まざまな課題を抱えている．地球温暖化は，昨年末
にデータのずさんな評価や誤った記述が指摘される
などその信憑性が危惧されることもあったが，人為的
な二酸化炭素の排出が地球の気温上昇を招いてい
る傾向への認識が変わっているわけではない．この
ことを踏まえれば，今後も人類全体の活動をいかに
持続可能な形へと移行させてゆくべきかの議論が引
き続き必要となろう．
そのためには世界全体の人為的な活動による二酸
化炭素の排出がどのような部門からなされているか
を知る必要がある．国際エネルギー機関の報告によ
れば（IEA, 2007），発電部門が全体の46％を占め最
大の排出源となっている．次いで運輸部門が23％を
占め，第二の排出源となっている．
発電部門に関しては，まず電力生産時の二酸化炭

素排出量を減少させるものとして太陽光発電，風力
発電，太陽熱発電など再生可能エネルギーと呼ばれ
る供給源の導入が進められている．これらは二酸化
炭素の排出量は少ないものの，単位面積当たりの発
電量の少なさや発電の不安定さなどの課題も持つ．
そのためこれらを補完するため蓄電設備などとの併
用が求められる．また，従来の石炭火力発電は資源
量や安定性に優れるため，これからの二酸化炭素排
出量を削減する試みとして，二酸化炭素の分離・貯
蔵技術（Carbon Capture & Storage：CCS）と呼ばれ
るものがある（IPCC, 2005）．発電時の二酸化炭素排
出量の少ない技術としては原子力も挙げられる．原
子力は燃料採掘，加工等の過程での二酸化炭素の排

出を加味しても石炭火力発電のおよそ44分の1程度
と評価されている（電中研, 2001）．このため既存の原
子力利用国に加え，発展途上国でも原子力の導入を
計画する国が増えている．一方で原子力固有の放射
性廃棄物や核拡散に対する懸念もあり，必ずしも温
暖化対策に原子力が積極的に検討されているわけで
はなかった．1997年の京都議定書採択の際に定めら
れた二酸化炭素排出削減のためのクリーン開発メカ
ニズムの技術選択肢に原子力が含められなかったの
はその現れの一つである．しかしながら，昨年に入り
イギリス，ドイツ，スウェーデン，イタリアといったEUの
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第1表　主要メーカーの低炭素自動車．

注）HV：ハイブリッド車，EV：電気自動車

社名 ブランド名など

日本 トヨタ プリウス（HV）

日産 リーフ（EV）

ホンダ インサイト，CR-Z（HV）

三菱自 i-MiEV（EV）

欧州 VW ニューコンパクトクーペ（HV）

アウディ Eトロン（EV）

BMW MINI E（EV）

ダイムラー Smart EV（EV）

ルノー Z.E.（EV）

PSA 三菱自よりOEM（EV）

米国 GM シボレー・ボルト（EV）

フォード フォーカス（EV）

テスラモータース テスラ・ロードスター（EV）

韓国 現代 i10エレクトリック（EV）

中国 BYD e6（EV）
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国々でも原子力に対する政策を転換する動きが現れ
てきている．
電力需要を発生点で捉え，これと電力供給とを動

的に調整することで系統全体での電力需給の最適化
を図るスマートグリッドと呼ばれる構想も研究が進め
られており，2009年に誕生した米オバマ政権でも主
要なエネルギー政策の柱となっている．
運輸部門のおよそ7割を占める自動車に関してもこ
の数年で大きな変化が見られる．特に2009年には国
内外の主要な自動車メーカーがハイブリッド車，もし
くは電気自動車の投入を表明しており，特に電気自
動車に関してはこれまでの主要メーカーとは異なる新
たな企業の参入も見られる（第1表）．
ガソリンや軽油を燃料とする自動車からハイブリッ
ド車や電気自動車への移行は，運輸手段の低炭素化
に効果的である．しかしここで重要なことは，そのた
めに大量の希土類が必要となることである．

2．希土類資源の確保

従来の内燃機関と電気自動車とでは駆動方式に
大きな違いがある．それは後者が電気モーターを駆
動機構とする点である．これはハイブリッド車におい
ても同様である．この電気モーターの主要部材である
永久磁石の磁性を高めるためにネオジムが用いられ
る．ハイブリッド車のように高温となるエンジンなどの
部位と共存する場合には，高温特性を高めるために
ディスプロシウムが必要となる．これらはともに希土類
に属するが，この希土類を安定的に確保できるかどう
かが，今後の自動車産業の競争力を左右する．
それは電気自動車ではガソリンエンジン等の精密

機器を製造する高度な能力がメーカーとして必ずしも
必要ではなく，ユーザーのニーズによっては汎用品モ
ーターを用いてでも完成車を組み立てることが可能
となるためである．これは高度な製造技術を有する
メーカーが競争力を確保していた市場に，新たに比
較的技術水準の低い企業が参画できることを示して
いる．この時労働コストなどの競争に加え，高性能の
モーターを製造する材料としてのネオジム，ディスプロ
シウムといった希土類の確保が自動車メーカーの競
争力を左右することとなる．
昨年の夏より希土類資源のわが国への供給が不安
視されつつあり，この3月に至っても希土類価格の大

幅な上昇が報じられている．希土類資源は，かつて
はインドやブラジル，アメリカなど多様な国が生産をし
ていたが，90年代以降，中国が生産を拡大し，現在
では世界の生産量の97％を占めるに至っている．わ
が国も輸入の90％を中国に依存している．1992年，
小平氏は南方講和において「中東には石油，中国

には希土類がある」と語っており，その中国資源戦略
が具現化してきたと言えよう．
供給源が多様な場合には市場原理が働いて価格

の安定化や供給量の調整が発生するが，独占に近い
状態ではこのような市場原理が働くことを期待するこ
とは難しい．昨年10月9日にはわが国の直嶋経済産
業大臣が中国を訪問し陳徳銘商務相に対して希土類
資源の安定供給を要請したが，陳商務相は希土類資
源に対する需要急増から採掘現場での環境汚染が発
生していることなども考慮し，環境保全を理由に輸出
規制を行っていると説明した．
中国は人口の増加に加えて国民の生活水準の急速
な向上，都市の近代化などに伴い市民の自動車の所
有が増加している．こういった中で温暖化対策などの
環境対策を講じつつ自動車生産を増加させ，またこ
れを国内生産させていくために電気自動車は非常に
好都合である．上述したように電気自動車は製造業
としての技術的ハードルが低いことに加え，これの製
造に必要な材料が中国国内で調達できるためであ
る．その材料にはモーターに不可欠なネオジムやディ
スプロシウムに加え，航続距離の長いリチウムイオン
電池に使われうるリチウムが挙げられる．第1表に示
した中国BYD社はリチウムイオン電池のメーカーで
あるが，近年自動車生産に進出した．ガソリン自動車
の生産も行っているがe6と呼ばれる電気自動車の量
産を計画している．米国の著名な投資家であるウォ
ーレン・バフェット氏は2008年に同社に対して2億3千
万ドルを拠出している．
このように中国国内向けの希土類資源の需要が今
後も高まることを考慮すれば，わが国への安定供給
を期待することは極めて難しい状況にあると言えよ
う．このため，わが国でも民間企業や石油天然ガス・
金属鉱物資源機構（JOGMEC）などが中国以外の希
土類資源開発を行っているが，必ずしも順調に進ん
でいるわけではない．それは希土類とともに放射性
のトリウムが産するためである．
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3．トリウムの利用

3.1 トリウムとは

トリウムは原子番号90の元素で，自然界から得られ
る放射性物質である．同位体組成は質量数232のも
のがほぼ100％を占める．その半減期は141億年で，
資源量的には同じ放射性物質であるウランの3～4倍
存在すると見られている．ウランに比べると資源は普
遍的に存在しており，60万トンあると言われるブラジ
ルやオーストラリア，膨大な人口を抱えるインド，そし
て先程から述べている中国も多くのトリウムを有する
と言われている．米国は2009年までは30万トンほど
の埋蔵量があるとされていたが，昨年その値を90万
トンとした（USGS, 2009）．残念ながらわが国にはトリ
ウムは存在しない．
トリウムが原子力の燃料となることは戦前から知ら
れており，1955年に制定されたわが国の原子力基本
法にもその第一章三条にウランと並ぶ核燃料物質で
あると記されている．核燃料としてのトリウムとウラン
の大きな相違は，トリウムが親核種でしかないことで
ある．原子炉では核分裂反応によってエネルギーが
発生するのに加え，この核分裂反応を起こすことが
できる核分裂性物質が，原子炉内に装荷されたウラ
ンなどに中性子が吸収されることで再生産されてい
く反応が生じている．
このように再生産する元の物質を親核種と呼び，

ウラン238とトリウム232がある．ウランは他に核分裂
そのものを起こすことのできる質量数235の同位体を
0.7％の割合で天然に含んでいるため，ウランは採掘
すればそのまま燃料とすることができる．トリウムを核
燃料に利用するには，別途，核分裂性物質を確保し
なければならない．このような違いから，トリウムはこ
れまで原子力の燃料として商業的に利用されたこと
はなかった．
トリウムが含まれる主な鉱物にはモナザイトが挙げ
られる．インドの南西海岸などの重砂の主要な構成
要素である．またイオン吸着鉱にも含まれており，こ
のためディスプロシウムの生産時にトリウムが生じるこ
とが多い．
第2節で述べたように，中国からの希土類供給量が
制限される中で中国以外の新たな資源開発が進めら
れているが，その有望な国の一つはベトナムである．
ここでは中国南部と同様な地質体があるほか，独自

のアルカリ岩が分布し，わが国の豊田通商も資源開
発を行っている．
昨年12月の石油天然ガス・金属鉱物資源機構の会
合でも報告されたが，複数の有望な鉱区のうち，ディ
スプロシウムの含有率が600ppmと高い南ナムセー地
区などでは，トリウムの含有率も400ppmと高く，トリ
ウムの対処に目処がつかないため開発を行えないで
いる．結果的にトリウム含有率が数10ppmと小さいベ
ンデン地区の開発に着手している．ただしディスプロ
シウムの含有率は31ppmとわずかである．
このような選択をせざるを得ない背景には，トリウ

ムが放射性物質であって安易に廃棄することができ
ず，かつ現状では使途がないことが挙げられる．トリ
ウムは，かつては光学ガラスやランタンの炎の安定化
に用いられたこともあり，また酸化トリウムは耐熱特性
が極めて高く，これを活かしてるつぼなどにも用いら
れる．しかしながらその使用量はわずかで，希土類残
渣のトリウムを消費する量ではない．
トリウムの最も有効な利用手段は核燃料である．
第1節でも述べたようにエネルギー需要増加や温暖
化対策などの有効な手段として原子力は期待される
が，核拡散等の懸念があり，必ずしも受け入れられて
はいない．トリウムは質量数がウランより小さく，結果
としてプルトニウムの生産量がウランのおよそ100分
の1である．また長期間の管理を必要とする放射性
廃棄物の主成分である超ウラン元素の生成量も極め
て少ない．こういった利点に加え，50年にわたるウラ
ン利用に伴って生産されたプルトニウムが，先述した
トリウムの核分裂性物質の欠如を補完できる量にな
ってきたことから，トリウムの商業利用への具体的な
取り組みが始まりつつある．
近年まではインドでの研究開発など限られた国で

の関心しかなかったが，今年からは中国がカナダ原
子力公社の協力の下，秦山原子力発電所にトリウム
燃料の装荷を開始する予定となっているなど，諸外
国でトリウム利用への動きが具体化している．

3.2  核燃料としてのトリウムの利用

トリウムを核燃料として利用する際には，核反応の
結果生成する透過力の強いγ線に対する遮蔽などの
対策が必要であるが，基本的にどのような形式の原
子炉でも利用可能である．上述した中国の秦山原子
力発電所はカナダ製の重水炉（CANDU）である．わ
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第1図　世界のトリウム原子力導入量の計算例．

が国は軽水炉（沸騰水型，加圧水型）であるが，軽水
炉でのトリウム燃料の利用も大学等の研究機関をは
じめ，米ライトブリッジ社（旧トリウムパワー社）やノル
ウェーのトール・エナジー社など民間企業でも研究開
発されている．軽水炉でのトリウムの利用は，燃料の
利用効率の面からは重水炉に劣るが，設備の数では
世界最大でありトリウム利用の波及効果は大きい．計
画中の各国の新規導入の炉型は軽水炉が占める．米
シッピングポート発電所（加圧水型炉）では70年代に
試験的にトリウムが利用された．このため，既存の設
備を活用でき，また今後も引き続き利用される軽水
炉でのトリウム利用を検討していくことは重要であろ
う．（山脇ほか, 2005）
先述したように，トリウムに高エネルギーのγ線が

同伴すること，トリウム酸化物が現在商業利用されて
いるPUREX法で再処理ができないことなどから，溶
融フッ化物を用いた液体燃料による溶融塩炉も1950
年代から提案されてきた．米国では60年代にオーク
リッジ国立研究所で実験炉が成功している．米エネ
ルギー省による第四世代原子炉（現行炉は第二，第
三世代と呼ばれる）の候補の一つにも挙げられてお
り，2010年米国防予算権限法案にも記載された（亀
井, 2009a）．

第3.1節で述べたように，現在は50年以上にわたる
ウラン利用の結果，プルトニウムが大量に蓄積されて
おり，今後も発生し続ける．このプルトニウムを核分
裂性物質として用いた場合に世界全体で導入可能な
トリウム原子力の設備容量をシミュレーションした．こ
こではトリウム原子力の商業利用は2024年に始まる
と仮定した．なお本計算ではウラン原子力の成長曲
線は国際エネルギー機関（IEA, 2007）の値を採用し
た．2050年に設備容量で392GW（標準的な軽水炉の
設備容量を1GWとして392基分）となる．現在の原子
力の設備容量は約400GWである．シミュレーション結
果を第1図に示す．
トリウムと併用する核分裂性物質として濃縮ウラン
も利用可能であるが，濃縮ウランは現在の原子力に
必要であり，この利用が今後も継続すること，またウ
ランの利用後に生成するプルトニウムが必ずしも核燃
料として有効に活用されていないことを考慮すれば，
プルトニウムをトリウムとともに燃料として利用するこ
とが望ましいと考えられる．

3.3 トリウムの生産量と消費量

第1図の規模でトリウム原子力が導入される場合
に，希土類生産時のトリウム蓄積量から原子力によっ
て消費されるトリウムの量をシミュレーションした．トリ
ウムの蓄積量や生産量の詳細は明らかにされていな
いため，ここでは希土類の生産量の予測（渡辺, 2008）
からトリウムの生産量の概算値を与えた．簡単のた
め，希土類生産時にその生産量の1％に相当する量
のトリウムが発生すると仮定した．また計算開始時点
の世界でのトリウムの蓄積量はゼロとした．実際には
これまでの希土類生産に伴い，ブラジルやインドなど
合わせ，世界全体で数万トンの蓄積があると言われ
ている．
第1図の計算に用いた原子炉には核分裂性物質に
プルトニウムを用いるもの（Honma and Shimazu，
2007）と，トリウムから生産されたウラン233を用いる
もの（Mitachi et al., 2007）との2種類がある．ともに設
備容量20万kWの小型炉であり，1基当たりのトリウム
初装量はそれぞれ31.3トンと56.4トンである．後者は
30年間の運転寿命期間中に5.2トンのトリウムを追加
する．計算結果を第2図に示す．
2024年のトリウム原子力の利用開始時点で4万トン
程度の蓄積量があるが，次第に消費され2050年には



亀　井　敬　史―80―

地質ニュース 670号

6万トン程度の在庫となる．トリウムを原子力に利用し
ない場合は13万トン程度まで蓄積する．なお2005年
の初期値を2万トンとした場合，グラフ全体が上に2
万トン分ずれると考えてよい．
このようにトリウムを核燃料として利用した場合，

（1）従来のウランを燃料とする原子力に加えて新たな
エネルギー源を得られること，（2）このために必要な
トリウムは，希土類生産時の副産物として得ることが
でき，新たなトリウム資源開発を必要としないことな
ど，多くの利点が見出せる．

4．日本の取るべき対応

ここまで見てきたように，地球温暖化対策などの制
約条件の下でわが国が十分な国際競争力を確保する
ためには，低炭素社会に資するエネルギー産業の構
築，ハイブリッド車や電気自動車など低炭素自動車
の製造が不可欠である．特に低炭素自動車には希土
類が必要であるが，その生産時に放射性のトリウムが
発生することが課題となっていた．このトリウムを核燃
料として利用すれば課題が克服できることを示した
が，これは自動車産業側の視点である．
一方，原子力利用の側からすれば，これまでウラン

利用を前提に諸政策を進めてきたため，トリウムをな
ぜ今，検討すべきかの自動車産業側に立った理解は
ない．このように国家産業基盤を支える種々のステー
クホルダーが，互いに隣人の抱えている課題を知らず
に連携が十分に取れていない状況が今後も続けば，
国全体の国際競争力はさらに低下すると危惧される．
そこで本節では，どのような産業間の枠組みや，国と
しての支援体制が必要かを述べる．

4.1  希土類産業と自動車産業

まず自動車産業を中心に見てみよう．産業の構成
要素としては，（1）ハイブリッド車や電気自動車を生
産する，（2）そのために希土類を購入する，（3）希土類
確保のために鉱山を開発する，（4）鉱山で放射性のト
リウムが発生する，（5）トリウムを廃棄物とせず核燃料
として活用する，（6）トリウム原子力から電気自動車に
電力を供給するという流れになる．この連携モデル
を第3図に示す．
まず（1）については論を俟たない．（2）に関して言

えば，上述したように世界の生産量の97％は中国が
占めており，かつ昨年以降，中国からの輸出枠は縮
小傾向にある．しかし，陳商務相が言うように希土類
生産時に環境汚染問題を抱えているのであれば，こ
れを日本が技術・資金面での協力を行い，その見返
りに希土類の安定供給を図るなどの提案をするべき
であろう．加えて，トリウムを原子力に用いるための技
術支援を行うことも可能である．注意すべきは，この
ような考えはわが国以外からでも提案できることだ．
トリウム原子力ではすでにカナダが協力をしており，
軽水炉でのトリウム利用については米国やノルウェー
が先鞭をつけようとしている．米中の自動車関連の動
きも見れば，希土類とトリウムとの連携を視野に入れ
ていると考えられる（亀井, 2009b）．
（3）と（4）に関して言えば，ベトナムなどの新規鉱山
開発時にトリウム含有率が高くても，もし必要な資源
（ネオジムやディスプロシウムなど）が豊富に含まれて
いるのであれば，そのような鉱区の開発をトリウムが
理由で躊躇すべきでない．ただし，トリウムは自動車
メーカーでの用途はなく，また第3図に示すような異
業種間の連携も構築されていないのが実情である．
そのため，トリウムについては原子力産業（メーカーや
電力事業者）との連携が必要である．日本以外での利
用が見込まれるのであれば資源商社が保有すること

第2図　世界のトリウム蓄積量と消費量．
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第3図　希土類およびトリウムを中核とする自動車産業と原子力産業の連携．

も考えられる．これらが私企業にとってリスクを伴う
のであれば，国が介在して政府備蓄するなどの枠組
みを検討すべきだ．
上記でトリウムを備蓄する場合には，保管場所を

（a）日本，（b）採取地，（c）第三国とするなどが考えら
れる．（a）の場合は新たな国内法の整備が必要となろ
う．（b）の場合は採取国との間で交渉が必要であろう
し，もし了解が得られない場合には適切に処置して埋
め戻すことが求められよう．現状では適切な処置の
下で埋め戻されている．しかしながら，埋め戻しに伴
うコスト，将来の燃料としての価値を考慮すれば適切
な管理の下で保管する措置を講じるべきである．（c）
に関しては，例えばノルウェーや米国等のトリウム燃
料の製造国への移送や，あるいは国際的に共同管理
する保管地などを構築することも考えられる．本稿で
はトリウムの資源面での可能性を鳥瞰することを目的
としているため細部には踏み込まないが，いずれの場
合でも，それぞれの処理・保管・移送の課題とコスト
の詳細な検討が今後求められる．
（5）に関しては，国内でのトリウム利用に関する議
論と並行して海外市場での競争力確保のためにわが
国の原子力産業は検討すべきである．これは原子力
のみの枠組みではなく，電気自動車などとの異業種

間で連携した枠組みを構築するべきである．

4.2  自動車産業と原子力産業

日本自動車工業会（2009）によれば2005年の世界
の自動車保有台数は約9億台であり，年率約3.5％で
増加を続けている．このペースで増加を続けた場合，
2050年には40億台に達し，自動車から排出される二
酸化炭素の量は2005年の45億トンから2050年には
186億トンになる．今後，ガソリン自動車から電気自
動車への置換が急速に進展し，これにトリウム原子力
から電力供給を行った場合の二酸化炭素の排出量を
計算した．
ここではやや大きめの数字であるが，電気自動車

は2010年から年間1億台生産されるとした．この場
合，2050年には全ての自動車が電気自動車となる．
トリウム原子力による電力供給は第1図の結果とす
る．トリウム原子力は2024年から導入されるため，そ
れまでは石炭火力発電所から電力供給する．トリウム
原子力の導入後は，順次，対応する規模の石炭火力
発電所を休止する．なお石炭火力発電所でのCCS
（二酸化炭素回収・貯留）は想定しない．結果を第4
図に示す．
2050年に石炭火力のみで電力供給した場合には二
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第4図　世界のトリウム原子力による電気自動車への電力
供給と二酸化炭素排出量．

酸化炭素の排出量は約39億トンとなる．トリウム原子
力を用いた場合には約28億台に電力供給でき，残り
を石炭火力で供給しても二酸化炭素排出量は全体で
約13億トンと大幅に削減できる．

4.3 トリウム原子力と電力事業

第3節で見たように，海外でのトリウム原子力に対
する取り組みは近年急速に高まりつつある．これに
対応できる能力をわが国が有していなければ，国際
市場での競争力は大幅に低減すると考えられる．こ
の視点からは，原子燃料工業のような核燃料メーカ
ー，これを装着する原子炉メーカー，またγ線遮蔽な
どを考慮した発電所を建設するゼネコンなどが検討
を始めるべきだろう．
一方，国内に目を転じれば，原子力政策はウラン

利用で構築されてきており，これを変更することは必
ずしも容易ではないし，また不用意に変更すべきで
もない．原子力はエネルギー安全保障上，少量の燃
料で安定的に大量の電力を供給でき，備蓄効果も高

いなど利点も多い．このためウラン資源の確保は今
後も進めるべきである．核不拡散の視点からは，わ
が国はNPTに加盟する中で唯一，濃縮から再処理に
至る核燃料サイクル全体を持つことを許されていなが
ら核兵器への転用をしていない．わが国が核の平和
利用を訴える上からも，今後もウランの利用は続ける
べきである．しかしながら，ウランも資源である以上，
これを獲得しようとする他国が現れてきた際に競争
にさらされる．ウランの価格も2007年初頭の中国の原
子力拡大表明後に急激に上昇した．トリウムの利用を
加えることは，エネルギー供給源の多様化となり，エ
ネルギー安全保障を向上させることに寄与する．
トリウムの利用は，核拡散の恐れを考慮すれば，海
外で新たに原子力を導入する国での利用を優先的に
考えるべきである．わが国などすでに原子力利用と
製造技術を有する国々は，これらの国でのトリウム利
用を技術面や制度面で支援する枠組みを検討すべき
である．このような新規利用国では，トリウムに限らず
原子力発電所の運用そのものが初めてである．この
時にわが国の電力事業者が運用支援を人的側面も
含めて行うことが考えられる．このようなトリウム利用
実績の海外での蓄積は，将来の国内利用のための先
行事例として考えればよい．
トリウムの利用時には火種となる物質が必要であ
ることは第3節で述べた．これにはプルトニウムが適
するが，国内電力事業者の自社保有分はすでにプル
サーマル向けに決められている．しかし将来の発生
分をトリウム利用にも供与することは，中長期的視点
ではウラン利用に加えてトリウム利用を事業オプショ
ンの選択肢に拡大することとなり，国際競争力の向上
を図ることができよう．
国内でのトリウム利用は，すでに蓄積されているプ
ルトニウムの消費に資すること，また使用済み核燃料
の長寿命核種の量が大幅に減少されることなどを豊
田（2010）が指摘している．このようなウランとトリウム
の連携を第5図に示した．ここでのウラン－トリウムの
連携は同一国内に限るものではなく，国家間をまたぐ
ものと考えてよい．

5．おわりに

地球温暖化対策や核廃絶などの制約条件の下で
の次世代産業を考えるにあたり，核燃料としてのトリ
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第5図　ウラン原子力とトリウム原子力との連携．

ウムに注目した．トリウムは電気自動車などに用いる
ネオジムやディスプロシウムといった希土類の精錬残
渣として発生する．現状では放射性廃棄物として環
境問題の原因でしかないが，一方で核燃料としての
利用が可能である．原子力は温暖化対策になるが核
兵器への転用の恐れが残る．トリウムを核燃料とした
場合には核兵器への転用が困難であるという特徴を
持つ．すなわち，トリウムを核燃料として用いることに
より，運輸手段とエネルギー供給手段が有機的に結
合され，次世代が求める要件を満たす産業構築の要
となる．トリウム原子力は2050年に392GWの設備容
量となり，この時トリウムは約7万トン利用される．こ
の設備容量は約28億台の電気自動車の所要電力に
対応し，この時二酸化炭素の排出量は約13億トンに
低減できる．
トリウムを核燃料に利用すれば，希土類資源国で
のトリウム廃棄物問題が克服され，資源確保戦略を
強化できる．電気自動車とトリウム原子力を併せて輸
出することにより，資源確保とわが国産業の国際競争
力の強化に資すると期待される．しかしながらこのよ
うなスキームは米国などいずれの国でも採用可能で
あり，早期に着手するかが資源確保を含めた今後の
趨勢を左右する．

米国は当面必要な希土類の確保を中国との間で
進めると考えられ，中長期的には1998年に生産休止
したマウンテンパスを再開する見込みである．1950年
代には米国ではトリウムの政府買い上げが進められ
ていたが，その本格的な商業利用には至らなかった．
しかし現在，複数の法案が議会にも提出されている．
直近では今年の3月3日に民主党のハリー・リードと
共和党のオリン・ハッチが共同でトリウム燃料法案を
提出している．これは2008年10月2日に提出したもの
と同じ中身である．2008年の議会では採択されなか
ったが，今回は採択の可能性が高いと言われている．
2009年には国防予算権限法案に海軍向けのトリウム
溶融塩炉の開発が盛り込まれた．これは原子力潜水
艦を念頭に置くが，加圧水型原子炉がその後，発電
用に展開されたことを考えれば，商業用発電炉への
展開を想定していると言えよう．2010年3月12日には
米エネルギー省が次世代原子炉の概念設計業務を
4,000万ドルで軽水炉のウエスティング・ハウスとゼネ
ラル・アトミックに委託した．2009年に提出された温
暖化対策法案にもトリウム原子力の記載がある．下院
では採択されたが，上院では依然審議中である．
2009年には民主党のジョー・セステク議員がトリウム
溶融塩炉の開発法案を提出している．米国では2010
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年3月29日，30日にグーグル本社でトリウム原子力に
関する国際会議が開催された．ここでは原子力利用
に加えてレアアースとトリウムに関する資源論的な議
論も行われている．なおグーグルのエリック・シュミッ
トCEOはオバマ政権の科学技術顧問を務めている．
昭和30年代にはわが国の希土類産業界からトリウ

ムの政府備蓄の要請が出されていた（新金属協会,
1998）．その時は将来の不確実性を理由に採用しな
かったが，現在の希土類産業が支える上位の産業の
広がりは当時の比ではない．同じ轍を踏むべきでは
ない．今後のわが国の取り組みに期待したい．
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